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「説明できる」格差・「説明できない」格差

男⼥の賃⾦差解消の⼿がかりを探るための分析は、社会科学で多数
経済学の分析でキーとなる概念︓⼈的資本（スキルや知識）
説明できる格差︓

⼈的資本の男⼥差によって説明できる部分
説明できない格差︓

⼈的資本の男⼥差によって説明できない部分
←⼈的資本が同じと想定できる男⼥間に発⽣
＝主に、⼥性に対する差別・偏⾒（バイアス）を反映

 「要因分解」という計量経済学の⼿法を適⽤
統計データで観察できる「男⼥間賃⾦格差」

（平均、中央値など）
＝「説明できる格差」 ＋ 「説明できない格差」
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フルタイム労働者の男⼥間賃⾦格差（2021年、中央値）

出典︓⽇本経済新聞「経済教室」, 2023年7⽉19⽇朝刊。注︓⼀般労働者をフルタイム労働者としている。教育
年数、勤続年数とその⼆乗、経験年数とその⼆乗を⼈的資本の変数として使⽤。

「要因分解 (Firpo-Fortin-Lemieux 分解)」を適⽤して計算した結果
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①男⼥の賃⾦差の半分以上が、⼈的資本の男⼥差で説明できない格差
②説明できない格差は、賃⾦の⾼い男⼥の間で⼤きい＝ガラスの天井（補⾜資料）



「説明できない格差」とジェンダー規範
⼥性への差別・バイアスの形成には、ジェンダー規範の影響
ジェンダー規範︓男性と⼥性は社会的役割が異なるという社会意識
介⼊でジェンダー規範や⾏動を変えられるのか︖︓因果推論に基づいた研究
①⽇本の⾃然実験 (Hara and Rodriguez-Planas 2023)
中学「技術・家庭」の男⼥共修化 → 30歳代後半になったとき、夫の家事・育児分担↑

＆妻の市場労働↑、妻の性別役割分担意識↓
②インドのフィールド実験 (Dhar et al. 2022)
ジェンダー平等の教育プログラムを7〜10年⽣に⾏ったところ、参加した⽣徒は、伝統的な

性別役割分担意識↓＆家事の⼿伝い↑
③ジェンダーバイアス研修のフィールド実験 (Chang et al. 2019)
参加者⾃⾝のバイアスへの気づきは⾼まったが、⾏動もまではつながらず。
④ノルウェーの⾃然実験 (Dahl et al. 2021)
男性しかいなかった軍隊に⼥性が配属された後、⼥性と同じ部隊となり訓練を⼀緒に⾏っ

た男性の男⼥ともに⾏動することへの評価↑＆伝統的な性別役割分担意識↓
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男⼥間賃⾦格差の解消のために
ジェンダー規範を弱める︓「説明できない」格差の解消のための⼿段の1つ
 先⾏研究の知⾒から（スライド3）、効果のある介⼊がある

①ティーンエイジャーへの介⼊に顕著な⻑期的効果あり
＝学校教育におけるジェンダー平等の重要性

②男⼥がともに働く環境を作り、男⼥⼀緒にタスクを遂⾏するという経験
に効果あり

 「説明できる」格差を⾒逃してよいわけではない
 なぜ、⼈的資本の男⼥差があるのか︖
 ⼥性は、家族のケア（⼦ども、病気の家族、⾼齢者）を多く担っている

→ 勤続年数が短くなって、仕事のスキルや知識が低くなる
 ⼥性が⼈的投資をあきらめさせられている可能性も
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リスキリング︓効果的な職業能⼒開発の実現のために

男⼥別、職業能⼒開発の実施者割合
 在職者の職業能⼒開発に男⼥差
 効果的な政策介⼊という視点が重要
 経済学の先⾏研究

企業内訓練に賃⾦アップ・⾮正規の正社員
転換へのプラスの効果。しかし、⾃⼰啓発の効
果は発⾒されていない。
(Kawaguchi 2006; Kurosawa 2001; Hara 2014, 
2019)

 在職者への政策⽀援には2つの⼿段
①企業内訓練を通じた企業経由の間接⽀援
←効果を⽰唆するエビデンスあり

②在職者への直接⽀援←エビデンスなし
 求職者への⽀援＝公共職業訓練

⼥性︓就業率、年収、正社員雇⽤確率にプ
ラスの効果。男性への効果よりも⼤きい。
(Hara 2022)
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データ︓総務省統計局『就業構造基本調査, 2022年』。
注︓15〜54歳。
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補⾜資料 ガラスの天井︓「説明できない」格差の分布（低賃⾦〜⾼賃⾦）

低賃⾦ 中程度の賃⾦ ⾼賃⾦
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出典︓Hara (2018); 原 (2023). 注︓教育年数、勤続年数とその⼆乗、経験年数とその⼆乗を⼈的資本の変数として使⽤。 6
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